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議案第21号 

 

令和７年度常滑市下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和７年度常滑市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 年間総処理水量            3,859,000㎥ 

 (2) 一日平均処理水量            10,573㎥ 

 (3) 接続戸数               12,400戸 

 (4) 主要な建設改良事業 

ア 汚水管路整備事業            359,094千円 

イ 雨水管路整備事業           56,600千円 

ウ 雨水ポンプ場整備事業      33,867千円 

エ 常滑浄化センター整備事業   530,352千円 

オ 空港関連汚水管路整備費     36,500千円 

カ 共同汚泥処理事業              44,823千円 

キ 集落排水施設整備事業        167,043千円 

  (収益的収入及び支出) 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

            収  入 

 第１款 下水道事業収益      2,608,049千円 

   第１項 営業収益（公共下水道事業）       570,797千円 

第２項 営業外収益（公共下水道事業）      1,738,874千円 

第３項 特別利益（公共下水道事業）        10,266千円 

第４項 営業収益（農業集落排水事業）            50,419千円 

第５項 営業外収益（農業集落排水事業）           237,683千円 

第６項 特別利益（農業集落排水事業）         10千円 

            支  出 

 第１款 下水道事業費用      2,534,455千円 

   第１項 営 業 費 用 （ 公 共 下 水 道 事 業 ）     2,132,352千円 

   第２項 営業外費用（公共下水道事業）        113,780千円 

   第３項 特 別 損 失 （ 公 共 下 水 道 事 業 ）           10千円 

   第４項 予 備 費 （ 公 共 下 水 道 事 業 ）        11,000千円 

   第５項 営業費用（農業集落排水事業）           267,723千円 

   第６項 営業外費用（農業集落排水事業）             4,080千円 

   第７項 特別損失（農業集落排水事業）           10千円 

   第８項 予 備 費 （ 農 業 集 落 排 水 事 業 ）             5,500千円 
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 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額

が資本的支出額に対して不足する額297,609千円は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額48,317千円、当年度分損益勘定留保資金55,886千円、

減債積立金136,512千円及び建設改良積立金56,894千円で補てんするものと

する。)。 

            収  入 

 第１款 資 本 的 収 入       2,087,501千円 

   第１項 企 業 債 （ 公 共 下 水 道 事 業 ）      741,400千円 

   第２項 負 担 金 （ 公 共 下 水 道 事 業 ）        5,762千円 

   第３項 分 担 金 （ 公 共 下 水 道 事 業 ）            1千円 

   第４項 補 助 金 （ 公 共 下 水 道 事 業 ）    1,148,888千円 

   第５項 企 業 債 （ 農 業 集 落 排 水 事 業 ）       66,400千円 

   第６項 分 担 金 （ 農 業 集 落 排 水 事 業 ）          826千円 

   第７項 補 助 金 （ 農 業 集 落 排 水 事 業 ）      124,224千円 

支  出 

 第１款 資 本 的 支 出        2,385,110千円 

   第１項 建 設 改 良 費 （ 公 共 下 水 道 事 業 ）     1,135,456千円 

   第２項 企業債償還金（公共下水道事業）    1,041,290千円 

   第３項 基 金 積 立 金 （ 公 共 下 水 道 事 業 ）          200千円 

   第４項 建設改良費（農業集落排水事業）        167,043千円 

   第５項 企業債償還金（農業集落排水事業）         41,121千円 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお

りと定める。 

起 債 の 目 的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

 

 

公共下水道事業 

 

 

 

千円 

 

741,400 

 

 

 

 

 

 

普通貸借 

5.0%以内 
(ただし、利率

見 直 し 方 式 で

借 り 入 れ る 資

金について、利

率 の 見 直 し を

行 っ た 後 に お

いては、当該見

直し後の利率) 

政府資金につい

ては、その融資

条件により、銀

行その他の場合

には、その債権

者と協定するも

のによる。 

ただし、企業財

政の都合により

据置期間及び償

還 期 限 を 短 縮

し、若しくは繰

上償還し、又は

低利に借換える

ことができる。 

集落排水施設更

新化事業 
66,400 〃 〃 〃 
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計 807,800 － － － 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、500,000千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 

(1)第８条に定める経費を除き、予定支出の各項の経費及び各項の間の経費。 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金

額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

(1) 給与費  89,112千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 下水道事業の健全な財政運営に資するため、一般会計からこの会計へ

補助を受ける金額は、1,283,110千円である。 

  

 

 

令和７年２月26日提出 

 

常滑市長 伊 藤 辰 矢  
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令 和 ７ 年 度 

 
常 滑 市 下 水 道 事 業 会 計 

 
予 算 説 明 書 
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千円

2,608,049

1 下水道収益 506,273 下水道使用料の収益

3
他 会 計
負 担 金

64,514 雨水処理に対する一般会計負担金

9
そ の 他
営 業 収 益

10 手数料

1 受 取 利 息 210 預金利息の収益

2
他 会 計
補 助 金

350,873
分流式下水道等に要する経費等、
汚水処理に対する一般会計補助金

3
長期前受金
戻　　　　入

1,326,774
建設改良のための補助金・負担金
等を減価償却に合わせて収益化す
るもの

4
消費税及び
地方消費税
還 付 金

39,619 消費税及び地方消費税還付金

5 国庫補助金 20,500 維持管理費に対する国庫補助金

6 県 補 助 金 600 維持管理費に対する県補助金

9
そ の 他
営業外収益

298 浄化センター占用料等

2
過年度損益
修 正 益

10,266 前年度以前の損益修正に係る収益

1 下水道収益 50,399 集落排水施設使用料の収益

9
そ の 他
営 業 収 益

20 手数料

令 和 ７ 年 度 常 滑 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　　　　　考

1
下 水 道 事 業
収 益

下水道事業に係る収益

1
営 業 収 益
（公共下水道
事 業 ）

570,797 主たる営業活動から生ずる収益

2
営 業外 収益
（公共下水道
事 業 ）

1,738,874
主たる営業活動以外の原因から生
ずる収益

10,266
当年度の経常的収益から除外すべ
き収益

4
営 業 収 益
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

50,419 主たる営業活動から生ずる収益

3
特 別 利 益
（公共下水道
事 業 ）
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2
他 会 計
補 助 金

90,341
分流式下水道等に要する経費等、
汚水処理に対する一般会計補助金

3
長期前受金
戻 入

120,801
建設改良のための補助金・負担金
等を減価償却に合わせて収益化す
るもの

4
消費税及び
地方消費税
還 付 金

4,536 消費税及び地方消費税還付金

5 国庫補助金 22,000 維持管理費に対する国庫補助金

9
そ の 他
営業外収益

5 処理場等占用料

2
過年度損益
修 正 益

10 前年度以前の損益修正に係る収益

5
営 業外 収益
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

237,683
主たる営業活動以外の原因から生
ずる収益

6
特 別 利 益
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

10
当年度の経常的収益から除外すべ
き収益
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千円

2,534,455

1 総 係 費 87,653 事務活動の全般に関連する費用

2
汚 水 管 渠
維持管理費

51,506 汚水管渠の維持管理に要する費用

3
雨 水 管 渠
維持管理費

14,604 雨水管渠の維持管理に要する費用

4
汚 水 ポ ン プ
施 設
維持管理費

72,262
汚水ポンプ施設の維持管理に
要する費用

5
雨 水 ポ ン プ
施 設
維持管理費

37,633
雨水ポンプ施設の維持管理に
要する費用

6
常 滑 浄 化
セ ン タ ー
維持管理費

444,322
常滑浄化センターの維持管理に
要する費用

7
空 港 関 連
ポ ン プ 施 設
維持管理費

34,503
空港関連ポンプ施設の維持管理に
要する費用

9 減価償却費 1,373,378 固定資産の減価償却費

10 資産減耗費 10 固定資産の除却費

19
そ の 他
営 業 費 用

16,481
受益者負担金一括納付報奨金及
び公共下水道接続報奨金等

1 支 払 利 息 113,779 企業債の利息

2
消費税及び
地方消費税

1 消費税及び地方消費税の納付額

2
過年度損益
修 正 損

10 前年度以前の損益修正に係る損失

支　　　　　出

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　　　　　考

1
下 水 道 事 業
費 用

下水道事業に係る費用

1
営 業 費 用
（公共下水道
事 業 ）

2,132,352 主たる営業活動に要する費用

2
営 業外 費用
（公共下水道
事 業 ）

113,780 主たる営業活動以外に要する費用

4
予 備 費
（公共下水道
事 業 ）

11,000

1 予 備 費 11,000

3 10
特 別 損 失
（公共下水道
事 業 ）

当年度の経常的費用から除外すべ
き損失
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1 総 係 費 59,548 事務活動の全般に関連する費用

2
矢 田 集 落
排 水 施 設
維持管理費

17,000
矢田集落排水施設の維持管理に
要する費用

3
久 米 集 落
排 水 施 設
維持管理費

12,301
久米集落排水施設の維持管理に
要する費用

4
前 山 集 落
排 水 施 設
維持管理費

14,155
前山集落排水施設の維持管理に
要する費用

5
桧 原 集 落
排 水 施 設
維持管理費

9,410
桧原集落排水施設の維持管理に
要する費用

6
小鈴谷集落
排 水 施 設
維持管理費

8,687
小鈴谷集落排水施設の維持管理
に要する費用

7
広 目 集 落
排 水 施 設
維持管理費

5,021
広目集落排水施設の維持管理に
要する費用

8
坂 井 集 落
排 水 施 設
維持管理費

11,528
坂井集落排水施設の維持管理に
要する費用

9 減価償却費 130,063 固定資産の減価償却費

10 資産減耗費 10 固定資産の除却費

1 支 払 利 息 4,079 企業債の利息

2
消費税及び
地方消費税

1 消費税及び地方消費税の納付額

2
過年度損益
修 正 損

10 前年度以前の損益修正に係る損失

5
営 業 費 用
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

267,723 主たる営業活動に要する費用

8
予 備 費
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

5,500

1 予 備 費 5,500

収支差額 73,594千円

6
営 業外 費用
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

4,080

当年度の経常的費用から除外すべ
き損失

主たる営業活動以外に要する費用

7
特 別 損 失
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

10
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千円

2,087,501

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　　　　　考

1 資 本 的 収 入

1
企 業 債
（公共下水道
事 業 ）

741,400

1 公営企業債 741,400 下水道事業債

2
負 担 金
（公共下水道
事 業 ）

5,762

1 負 担 金 5,762 下水道事業受益者負担金

3
分 担 金
（公共下水道
事 業 ）

1

1 分 担 金 1 区域外流入受益者分担金

4
補 助 金
（公共下水道
事 業 ）

1,148,888

1 国庫補助金 332,016 建設改良費に対する国庫補助金

3
他 会 計
補 助 金

816,872
建設改良に要する経費等に対する
一般会計補助金

5
企 業 債
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

66,400

1 公営企業債 66,400 下水道事業債

6
分 担 金
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

826

1 分 担 金 826 新規加入金

7
補 助 金
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

124,224

1 国庫補助金 77,500
集落排水施設更新化事業費に対
する国庫補助金

2 県 補 助 金 21,700
集落排水施設更新化事業費に対
する県補助金

3
他 会 計
補 助 金

25,024
建設改良に要する経費等に対する
一般会計補助金
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千円

2,385,110

1
汚 水 管 路
整 備 費

359,094 汚水管路整備に要する費用

2
雨 水 管 路
整 備 費

56,600 雨水管路整備に要する費用

4
雨 水 ポ ン プ
場 整 備 費

33,867 雨水ポンプ場整備に要する費用

5
常 滑 浄 化
セ ン タ ー
整 備 費

530,352
常滑浄化センター整備に要する
費用

6
空 港 関 連
汚 水 管 路
整 備 費

36,500
空港関連汚水管路整備に要する
費用

7
汚 水 施 設
整 備 費

71,640 汚水施設整備に要する費用

8
共 同 汚 泥
処理事業費

44,823 共同汚泥処理事業に要する費用

支　　　　　出

款 項 目 予　定　額 備　　　　　　　　　　考

1 資 本 的 支 出

1
建 設改 良費
（公共下水道
事 業 ）

1,135,456

1,041,290

22 報 酬 等 2,580 会計年度任用職員報酬

企業債の元金償還金

3
基 金積 立金
（公共下水道
事 業 ）

200

2
企 業債 償還
金（公共下水
道 事 業 ）

企 業 債
償 還 元 金

41,121 企業債の元金償還金

200 下水道事業基金積立金

4
建 設改 良費
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

167,043

1

収支差額 △297,609千円

1
集 落 排 水
施設整備費

167,043
集落排水施設の建設改良に要する
費用

41,121

1

5
企 業債 償還
金（農業集落
排 水 事 業 ）

下水道事業
基金積立金

1
企 業 債
償 還 元 金

1,041,290
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令和７年度常滑市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和７年４月１日から令和８年３月31日まで)

(単位　千円)

　1　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益 25,280

　　　　減価償却費 1,503,441

         資産減耗費 20

　　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △31

　　　　退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,557

　　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 696

　　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少） 135

　　　　長期前受金戻入額 △1,447,575

　　　　受取利息 △210

　　　　支払利息 117,858

　　　　未収金の増減額（△は増額） 45,187

　　　　未払金の増減額（△は減少） 3,850

　　　　　小　計 251,208

　　　　利息の受取額 210

　　　　利息の支払額 △117,858

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 133,560

　2　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出 △1,148,924

　　　　無形固定資産の取得による支出 △40,748

　　　　基金の積立による支出 △200

　　　　国庫補助金等による収入 391,385

　　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 817,816

　　　　負担金の受入による収入 5,238

　　　　分担金の受入による収入 752

　　　　未収金の増減額（△は増額） △31

　　　　未払金の増減額（△は減少） △45,787

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 20,499

　3　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 807,800

　　　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,082,411

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 274,611

　　　資金増加額（又は減少額） △161,550

　　　資金期首残高 879,378

　　　資金期末残高 717,828
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給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

１　総　　　括 ※（）内は再任用短時間勤務職員数を外書き

特別職

（人）

区　　分

職　員　数 給　　　　与　　　　費 法 定
福 利 費

退 職
給 付 費

合 計
一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(0)

14 4,498 41,215 26,552 72,265 14,290 2,557 89,112

前 年 度
(1)

12 3,817 38,112 23,307 65,236 13,110 2,267 80,613

比 較
(△1)

2 681 3,103 3,245 7,029 1,180 290 8,499

手 当
内 訳

区 分
管 理 職 手 当 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0 486 2,506 672 913

前 年 度 0 396 1,160 932 846

比 較 0 90 1,346 △ 260 67

区 分
特殊勤務手当 時間外勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

（千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0 4,328 9,551 8,096

前 年 度 0 4,863 8,281 6,829

比 較 0 △ 535 1,270 1,267
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２　給料及び手当の増減額の明細 ※（）内は再任用短時間勤務職員数を外書き

区 分 増減額

(千円) (千円) (千円)

給 料 3,103 2,278 給料表平均改定率　3.0％

558 平均昇給率　1.4％

267 職員数の異動状況

手 当 3,245 3,112 扶養手当 6

地域手当 1,355

期末手当 942

勤勉手当 809

133 扶養手当 84

地域手当 △9

住居手当 △260

通勤手当 67

時間外勤務手当 △535

期末手当 328

勤勉手当 458

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　明 備　　　　　　考

昇給に伴う
増　加　分

その他の
増 減 分

　本年度
(0人)

14人

給与改定に
伴う増減分

制度改正に
伴う増減分

その他の
増 減 分

　前年度
(1人)

12人

　比　較
(△1人)

2人
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３　給 料 及 び  手 当 の 状 況

　(1)　職 員 １ 人 当 た り 給 与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

　(2) 初　 任　 給

(技)  (技)

　(3) 級　別　職　員　数 ※ ( )内は再任用短時間勤務職員数を外書き

　１ 級

　３ 級

　４ 級

　５ 級

　６ 級

　７ 級

　８ 級

　１ 級

　３ 級

　４ 級

　５ 級

　６ 級

　７ 級

　８ 級

区　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

令和７年
１月１日現在

 平 均 給 料 月 額 264,700  

 平 均 給 与 月 額 299,207  

 平   均   年   齢 34.3 

令和６年
１月１日現在

 平 均 給 料 月 額 254,864 

 平 均 給 与 月 額 301,493 

 平   均   年   齢 33.5 

区　　分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

国　の　制　度

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

(円) (円) (円) (円)

高　校　卒 188,000 185,700 188,000 185,700 

大　学　卒 220,000 220,000 

区分 級
一　 般　 行　 政　 職 技 　能 　労　 務　 職

 職 員 数 （人） 構 成 比　（％） 職 員 数　（人） 構 成 比 （％）

3 25.0 

令
和
７
年
１
月
１
日
現
在

　２ 級
(1) (100.0)

1 8.3 

3 25.0 

4 33.4 

1 8.3 

 

計
(1) (100.0)

12 100.0 

3 27.3 

令
和
６
年
１
月
１
日
現
在

　２ 級
(1) (100.0)

3 27.3 

4 36.4 

1 9.0 

 

計
(1) (100.0)

11 100.0 
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 （級 別 の 基 準 と な る 職 務）

 (4) 昇　給　

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

 (5) 期 末 手 当、 勤 勉 手 当 ※支給期別支給率の( )内は再任用職員について適用

区　分 一 般 行 政 職 技能労務職

１級
主　 事   ・   技 　師 自   動   車   運   転   手

調　理　員　・　用　務　員
２級

３級 主 　査   ・   主　 任

４級 主 任 主 査 ・  主   査 職　主　任　・（労）職　長

５級 課 長 補 佐 ・ 副 主 幹 （技）　職　　　　　　　長

６級 課  　長    ・  主 　幹

７級 部　　　　次　　　　長 

８級 部　　　　       　　長

区　　　　　　　　　　分 合　　　　計
代　　表　　的　　な　　職　　種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

本
　
 
年
　
 
度

職　員　数    　（A) 14 14 

昇給に係る職員数 (B) 13 13 

号給数別内訳

2号給

4号給 13 13 

6号給  

8号給  

比　　率 (B)/(A) 92.9 92.9 

前
　
 
年
　
 
度

職　員　数    　（A) 12 12 

昇給に係る職員数 (B) 11 11 

号給数別内訳

2号給  

4号給 11 11 

6号給  

8号給  

比　　率 (B)/(A) 91.7 91.7 

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計 職制上の段階、職務の

備　考
６月(月分) 12月(月分) (月分) 級等による加算措置

本 年 度
(1.2) (1.2) (2.4)

有
(2.3) (2.3) 4.6

前 年 度
(1.175) (1.175) (2.35)

有
2.25 2.25 4.5

国 の 制 度
(1.2) (1.2) (2.4)

有
(2.3) (2.3) 4.6
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 (6) 定年退職に係る退職手当

 (7) 地 域 手 当

 (8) 特 殊 勤 務 手 当

 (9) そ の 他 の 手 当

区　　　　　分 支　給　率　等 国の制度（支給率等）

  ２０年勤続の者（月分） 24.586875 24.586875

  ２５年勤続の者（月分） 33.27075 33.27075

  ３５年勤続の者（月分） 47.709 47.709

  最　高　限　度（月分） 47.709 47.709

支 給 対 象 地 域 全　地　域

支 給 率 (%) 6

支給対象職員数（人） 14

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く
6

支 給 率 (%)

区　　　　　　　　分 全 職 種
代　表　的　な　職　種

一般行政職 技能労務職

給料総額に対する比率(%) 0.0 0.0 0.0

支給対象職員の比率　(%)
0.0 0.0 0.0

（令和７年１月１日現在）

代 表 的  な 特 殊 勤 務
手    当   の   名    称

区　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差　　異　　の　　内　　容

扶 養 手 当 同　　じ

住 居 手 当 同　　じ

通 勤 手 当 同　　じ
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期間 金額 期間 金額

令和３年度
千円 千円

～ 696,520 令和７年度 193,171

令和６年度

千円 千円

0 令和７年度 9,705

令和5年度
千円

令和７年度
千円

～ 638,600 ～2,668,000

令和６年度 令和８年度

千円
令和７年度

千円

0 ～1,450,300

令和８年度

常滑浄化センター
整備事業

千円 千円 千円 千円

1,450,300 797,665 580,120 72,515

常滑浄化センター等
包括委託事業

（増額）

千円 千円 千円 千円

9,705 0 0 9,705

榎戸雨水ポンプ場
改築事業

千円 千円 千円 千円

3,306,600 1,305,000 1,363,000 0

債務負担行為に関する調書

事　　　　　　　項 限度額

令和６年度末までの
支払義務発生（見込）額

令和７年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳

国　庫
補助金

企業債 その他

常滑浄化センター等
包括委託事業

千円 千円 千円

889,691 0 0 193,171

千円
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１　固　定　資　産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 6,274,322

ロ 建 物 5,557,688

減 価 償 却 累 計 額 △ 945,370 4,612,318

ハ 構 築 物 37,212,048

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,040,327 31,171,721

ニ 機 械 装 置 4,642,121

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,643,264 2,998,857

ホ 工 具 器 具 備 品 414

減 価 償 却 累 計 額 0 414

ヘ 建 設 仮 勘 定 1,398,699

有 形 固 定 資 産 合 計 46,456,331

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 181,383

ロ 無形固定資産仮勘定 49,244

無 形 固 定 資 産 合 計 230,627

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 1,166,504

投資その他の資産合計 1,166,504

固 定 資 産 合 計 47,853,462

２　流　動　資　産

(1) 現 金 預 金 717,828

(2) 未 収 金 107,178

貸 倒 引 当 金 △ 247 106,931

流 動 資 産 合 計 824,759

資 産 合 計 48,678,221

令和７年度常滑市下水道事業予定貸借対照表

( 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 )

資   産   の   部

(単位　千円)
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３　固　定　負　債

(1) 企 業 債

イ 建 設 改 良 等 企 業 債 14,941,052

企 業 債 合 計 14,941,052

(2) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 12,188

引 当 金 合 計 12,188

固 定 負 債 合 計 14,953,240

４　流　動　負　債

(1) 企 業 債

イ 建 設 改 良 等 企 業 債 1,094,961

企 業 債 合 計 1,094,961

(2) 未 払 金 177,997

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 5,953

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,183

引 当 金 合 計 7,136

(4) 預 り 金 2,300

流 動 負 債 合 計 1,282,394

５　繰　延　収　益

(1) 長 期 前 受 金 35,461,064

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 8,106,269

繰 延 収 益 合 計 27,354,795

負 債 合 計 43,590,429

６　資　　本　　金 790,527

７　剰　　余　　金
(1) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 2,852,400

ロ 県 費 補 助 金 6,247
ハ 一 般 会 計 繰 入 金 531,241

資 本 剰 余 金 合 計 3,389,888

(2) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 194,320

ロ 建 設 改 良 積 立 金 231,807

ハ 当年度未処分利益剰余金 481,250

利 益 剰 余 金 合 計 907,377

剰 余 金 合 計 4,297,265

資 本 合 計 5,087,792

負 債 資 本 合 計 48,678,221

負   債   の   部

資　　本　　の　　部
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注  記  表 

 

 １ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産の減価償却の方法 

    ・減価償却の方法     定額法 

    ・主な耐用年数 

     建物         30～50 年 

     構築物        10～50 年 

     機械装置        ６～20 年 

     工具器具備品       ４～６年 

(2) 無形固定資産の減価償却の方法 

・減価償却の方法     定額法 

・主な耐用年数 

 施設利用権        10 年 

(3)  引当金の計上方法 

    イ 退職給付引当金 

      職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当

の要支給額に相当する額のうち「職員の退職手当に係る取扱いに関

する協定書」に基づき下水道事業会計が負担すると見込まれる額を

計上している。 

    ロ 賞与引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末にお

ける支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

    ハ 法定福利費引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるた

め、当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負担に属する

額を計上している。 

    ニ 貸倒引当金 

      債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回

収不能見込額を計上している。 

(4)  消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表に関する注記 

(1)   企業債の償還に係る他会計の負担 

    予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日

から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担

すると見込まれる額は 15,841,693 千円である。 

    

22



３ セグメント情報の開示 

(1)  報告セグメントの概要 

   常滑市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営し

ており、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業

及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 

  なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

 

(2) 報告セグメントごとの営業収益等 

令和７年度（令和７年４月１日～令和８年３月31日） （単位：千円）

公共下水道事業 農業集落排水事業 合　　計

524,772 45,837 570,609

2,070,654 255,751 2,326,405

△ 1,545,882 △ 209,914 △ 1,755,796

20,275 10,681 30,956

44,724,146 3,954,075 48,678,221

40,489,180 3,101,249 43,590,429

他会計繰入金 1,232,259 115,365 1,347,624

減価償却費 1,373,378 130,063 1,503,441

特別利益 9,333 9 9,342

特別損失 9 9 18

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,037,691 151,981 1,189,672

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

 

 ４ その他の注記 

  (1) 引当金の取り崩し 

      イ 賞与引当金 

        令和７年度において、期末手当及び勤勉手当を支給するため取

り崩すと見込まれる賞与引当金の額は、5,257 千円である。 

       ロ 法定福利費引当金 

         令和７年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費

を支出するため取り崩すと見込まれる法定福利費引当金の額は、

1,048 千円である。 

      ハ 貸倒引当金 

        令和７年度において、不納欠損処理をするため取り崩すと見込

まれる貸倒引当金の額は、136 千円である。 
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令和６年度常滑市下水道事業予定損益計算書

(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで)

(単位　千円)

 1  営業収益

  (1)  下水道収益 450,076

　(2)　他会計負担金 84,654

　(3)　その他営業収益 364 535,094

 2　営業費用

　(1)　総係費 100,873

　(2)　汚水管渠維持管理費 63,129

　(3)　雨水管渠維持管理費 17,336

　(4)　汚水ポンプ施設維持管理費 49,722

　(5)　雨水ポンプ施設維持管理費 49,747

　(6)　常滑浄化センター維持管理費 380,033

　(7)　空港関連ポンプ施設維持管理費 31,360

　(8)　矢田集落排水施設維持管理費 15,524

　(9)　久米集落排水施設維持管理費 9,551

　(10)　前山集落排水施設維持管理費 12,356

　(11)　桧原集落排水施設維持管理費 8,759

　(12)　小鈴谷集落排水施設維持管理費 7,641

　(13)　広目集落排水施設維持管理費 4,898

　(14)　坂井集落排水施設維持管理費 10,363

　(15)　減価償却費 1,527,202

　(16)　資産減耗費 20

　(17)　その他営業費用 14,702 2,303,216

　　営業損失 1,768,122

 3　営業外収益

　(1)　受取利息 40

　(2)　他会計補助金 565,541

　(3)　長期前受金戻入 1,431,390

　(4)　国庫補助金 8,500

　(5)　県補助金 1,600

　(6)　その他営業外収益 307 2,007,378

 4　営業外費用

　(1)　支払利息 125,630

　(2)　その他営業外費用 36,230 161,860 1,845,518

　　経常利益 77,396
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 5　特別利益

　(1) 過年度損益修正益 11,008

　(２) その他特別利益 346 11,354

 6　特別損失

　(1) 過年度損益修正損 18 18 11,336

 7　予備費

　(1) 予備費 15,000 15,000 △ 15,000

　　当年度純利益 73,732

　　前年度繰越利益剰余金 100,000

　　その他未処分利益剰余金変動額 88,832

　　当年度未処分利益剰余金 262,564
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１　固　定　資　産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 6,274,322

ロ 建 物 5,557,688

減 価 償 却 累 計 額 △ 784,228 4,773,460

ハ 構 築 物 36,728,592

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,990,889 31,737,703

ニ 機 械 装 置 4,455,160

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,383,432 3,071,728

ホ 工 具 器 具 備 品 414

減 価 償 却 累 計 額 0 414

ヘ 建 設 仮 勘 定 920,213

有 形 固 定 資 産 合 計 46,777,840

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 214,412

ロ 無 形 固 定 資 産 仮 勘 定 8,495

無 形 固 定 資 産 合 計 222,907

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 1,166,304

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 1,166,304

固 定 資 産 合 計 48,167,051

２　流　動　資　産

(1) 現 金 預 金 879,378

(2) 未 収 金 152,334

貸 倒 引 当 金 △ 278 152,056

流 動 資 産 合 計 1,031,434

資 産 合 計 49,198,485

令和６年度常滑市下水道事業予定貸借対照表

( 令 和 ７ 年 ３ 月 ３１ 日 )

資   産   の   部

(単位　千円)
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３　固　定　負　債

(1) 企 業 債

イ 建 設 改 良 等 企 業 債 15,228,215

企 業 債 合 計 15,228,215

(2) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 9,631

引 当 金 合 計 9,631

固 定 負 債 合 計 15,237,846

４　流　動　負　債

(1) 企 業 債

イ 建 設 改 良 等 企 業 債 1,082,409

企 業 債 合 計 1,082,409

(2) 未 払 金 219,934

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 5,257

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,048

引 当 金 合 計 6,305

(4) 預 り 金 2,300

流 動 負 債 合 計 1,310,948

５　繰　延　収　益

(1) 長 期 前 受 金 34,245,873

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 △ 6,658,694

繰 延 収 益 合 計 27,587,179

負 債 合 計 44,135,973

６　資　　本　　金 790,527

７　剰　　余　　金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 2,852,400

ロ 県 費 補 助 金 6,247

ハ 一 般 会 計 繰 入 金 531,241

資 本 剰 余 金 合 計 3,389,888

(2) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 330,832

ロ 建 設 改 良 積 立 金 288,701

ハ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 262,564

利 益 剰 余 金 合 計 882,097

剰 余 金 合 計 4,271,985

資 本 合 計 5,062,512

負 債 資 本 合 計 49,198,485

資　　本　　の　　部

負   債   の   部
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注  記  表 

 

 １．重要な会計方針 

(1) 有形固定資産の減価償却の方法 

    ・減価償却の方法     定額法 

    ・主な耐用年数 

     建物         30～50 年 

     構築物        10～50 年 

     機械装置        ６～20 年 

     工具器具備品       ４～６年 

(2) 無形固定資産の減価償却の方法 

・減価償却の方法     定額法 

・主な耐用年数 

 施設利用権        10 年 

(3)  引当金の計上方法 

    イ 退職給付引当金 

      職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当

の要支給額に相当する額のうち「職員の退職手当に係る取扱いに関

する協定書」に基づき下水道事業会計が負担すると見込まれる額を

計上している。 

    ロ 賞与引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末にお

ける支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。 

    ハ 法定福利費引当金 

      職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるた

め、当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負担に属する

額を計上している。 

    ニ 貸倒引当金 

      債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により、回

収不能見込額を計上している。 

(4)  消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．予定貸借対照表に関する注記 

(1) 企業債の償還に係る他会計の負担 

     予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌

日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

負担すると見込まれる額は 15,979,792 千円である。 
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３．セグメント情報の開示 

(1) 報告セグメントの概要 

   常滑市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営し

ており、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業

及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 

  なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

 

(2) 報告セグメントごとの営業収益等 

令和６年度（令和６年４月１日～令和７年３月31日） （単位：千円）

公共下水道事業 農業集落排水事業 合　　計

489,095 45,999 535,094

2,088,829 214,387 2,303,216

△ 1,599,734 △ 168,388 △ 1,768,122

69,377 8,019 77,396

45,279,173 3,919,312 49,198,485

41,063,806 3,072,167 44,135,973

他会計繰入金 1,263,896 100,616 1,364,512

減価償却費 1,399,562 127,640 1,527,202

特別利益 11,345 9 11,354

特別損失 9 9 18

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

1,671,453 82,846 1,754,299

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

 

 ４．その他の注記 

(1)  引当金の取り崩し 

    イ 賞与引当金 

      令和６年度において、職員の期末手当及び勤勉手当を支給するた

め取り崩すと見込まれる賞与引当金の額は、4,620 千円である。 

    ロ 法定福利費引当金 

      令和６年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福

利費を支出するため取り崩すと見込まれる法定福利費引当金の額は、

904 千円である。 

    ハ 貸倒引当金 

      令和６年度において、債権の不納欠損により取り崩すと見込まれ

る貸倒引当金の額は、96 千円である。 
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千円 千円

2,608,049 2,644,121

そ の 他

営 業 収 益

3
長 期 前 受 金
戻 入

1,326,774 1,315,545 11,229

2
他 会 計
補 助 金

350,873 495,712 △ 144,839

1 受 取 利 息 210 40 170

2
営 業 外 収 益
（公共下水道
事 業 ）

1,738,874 1,864,350 △ 125,476

9 10 10 0

3
他 会 計
負 担 金

64,514 84,654 △ 20,140

1 下 水 道 収 益 506,273 444,874 61,399

△ 36,072

1
営 業 収 益
（公共下水道
事 業 ）

570,797 529,538 41,259

比 較

1 下水道事業収益

令和7年度常滑市下水道事業会計予算事項別明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

千円
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一 般 会 計

繰 入 金

1 146,808

2 985

3 1,201

4 55

5 121

6 1,043

7 660

8 200,000

受贈財産評価額

長期前受金戻入

受益者負担金

長期前受金戻入

分 担 金

長期前受金戻入

国 庫 補 助 金

長期前受金戻入

3 4 1 分担金長期前受金戻入 4

指定工事店登録手数料 10

一 般 会 計
繰 入 金

350,873

58,147

国庫補助金長期前受金戻入 306,159

受益者負担金長期前受金戻入

5 306,159 1

422,159 1 受贈財産評価額長期前受金戻入 422,159

2 58,147 1

1

分流式下水道等に要する経費

下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費

高度処理に要する経費

地方公営企業法の適用に要する経費

緊急下水道整備特定事業に要する経費

維持管理に要する経費

広域化・共同化に要する経費

地方公共団体情報システム標準化対応に要する経費

1

2 基 金 利 息 200 1 基金利息 200

預 金 利 息 10 1 預金利息 101

1

1 雨水処理に要する経費 64,514

1 手 数 料 10

1 下水道使用料 506,273

1 64,514

1

節
説 明

区 分 金 額

千円 千円

公 共 下 水 道
使 用 料

506,273
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千円 千円

比 較款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

千円

5 国 庫 補 助 金

4
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税
還 付 金

39,619 42,654 △ 3,035

20,500 8,500 12,000

6 県 補 助 金 600 1,600 △1,000

9
そ の 他
営 業 外 収 益

298 299 △ 1

3
特 別 利 益
（公共下水道
事 業 ）

10,266 12,099 △ 1,833

2
過 年 度 損 益
修 正 益

10,266 12,099 △ 1,833

4
営 業 収 益
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

50,419 50,563 △ 144

1 下 水 道 収 益 50,399 50,209 190

9
そ の 他
営 業 収 益

20 354 △ 334

5
営 業 外 収 益
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

237,683 187,561 50,122

2
他 会 計
補 助 金

90,341 69,829 20,512

3
長 期 前 受 金
戻 入

120,801 115,845 4,956
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節
説 明

区 分 金 額

千円 千円

県 補 助 金

長期前受金戻入

一般会計繰入金 1 49,943

長期前受金戻入 2 476,275

1 1

2 43

1 10,256

2 10

1 13,329

2 12

3 77,000

新 規 加 入 金

長期前受金戻入

工 事 負 担 金

長期前受金戻入

国 庫 補 助 金

長期前受金戻入

県 補 助 金

長期前受金戻入

令和5年度共同汚泥処理事業負担金に係る余剰金

その他前年度以前の損益修正益

7 526,218

県補助金長期前受金戻入 14,087

一般会計繰入金長期前受金戻入（固定資産分）

一般会計繰入金長期前受金戻入（元金償還分）

防災・安全交付金

6 14,087 1

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税
還 付 金

1 20,500 1国 庫 補 助 金 20,500

1 600 1 市町村下水道事業費補助金 600

2 占 用 料 254 1 浄化センター等占用料 254

3 雑 収 益 44
不用品売却代金

その他雑収益

1
過 年 度 損 益
修 正 益

10,266

1
集落排水施設
使 用 料

50,399 1 集落排水施設使用料 50,399

1 手 数 料 20 1 指定工事人及び認定責任技術者登録手数料 20

1
一 般 会 計
繰 入 金

90,341

分流式下水道等に要する経費

地方公営企業法の適用に要する経費

維持管理に要する経費

2 250 1

3 93 1

5 9,776 1

新規加入金長期前受金戻入 250

工事負担金長期前受金戻入 93

国庫補助金長期前受金戻入 9,776

6 72,656 1

39,619 39,619消費税及び地方消費税還付金1

県 補 助 金

県補助金長期前受金戻入 72,656
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千円 千円

比 較款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

千円

5 国 庫 補 助 金 22,000 0 22,000

9
そ の 他
営 業 外 収 益

5 5 0

6
特 別 利 益
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

10 10 0

2
過 年 度 損 益
修 正 益

10 10 0

収 入 合 計 2,608,049 2,644,121 △36,072

4
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税
還 付 金

4,536 1,882 2,654
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節
説 明

区 分 金 額

千円 千円

一般会計繰入金 1 12,686

長期前受金戻入 2 25,340

1 国 庫 補 助 金 22,000 1 デジタル田園都市国家構想交付金 22,000

7 38,026

2 占 用 料 5 1 処理場等占用料 5

1
過 年 度 損 益
修 正 益

10 1 前年度以前の損益修正益 10

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税
還 付 金

4,536 1 消費税及び地方消費税還付金 4,536

一般会計繰入金長期前受金戻入（固定資産分）

一般会計繰入金長期前受金戻入（元金償還分）
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千円 千円

2
汚 水 管 渠
維 持 管 理 費

51,506 69,432 △17,926

1 総 係 費 87,653 82,427 5,226

1
営 業 費 用
（公共下水道
事 業 ）

2,132,352 2,148,756 △16,404

比 較

1 下水道事業費用 2,534,455 2,514,012 20,443

支 出

款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

千円
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1 39,567

(1) 職員　７人 37,013

(2) 退職給付費 2,554

2 48,086

1 51,506

17 手 数 料 41

委 託 料 34,915
汚水管渠維持管理費

30
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

100

26 会 費 164

16

25 負 担 金 299

17 手 数 料 159

18 使 用 料 5,066

14 通 信 運 搬 費 606

16 委 託 料 40,330

13 印 刷 製 本 費 126

7 旅 費 30

10 備 消 耗 品 費 1,206

4 退 職 給 付 費 2,554

2 手 当 12,015

3 法 定 福 利 費 6,470

1

節
説 明

区 分 金 額

千円 千円

給 料 18,528
給与費

一般管理費
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千円 千円

比 較款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

千円

3
雨 水 管 渠
維 持 管 理 費

14,604 19,064 △4,460

4
汚 水 ポ ン プ
施 設
維 持 管 理 費

72,262 54,694 17,568

5
雨 水 ポ ン プ
施 設
維 持 管 理 費

37,633 54,710 △17,077
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節
説 明

区 分 金 額

千円 千円

1 14,604

1 72,262

1 37,633

27 保 険 料 84

12 光 熱 水 費 6,286

20 修 繕 費

27 保 険 料 134

16 委 託 料 4,300
雨水管渠維持管理費

20 修 繕 費 10,220

10 備 消 耗 品 費 33
汚水ポンプ施設維持管理費

14 通 信 運 搬 費 1,044

16 委 託 料 25,622

20 修 繕 費 39,271

27 保 険 料 6

10 備 消 耗 品 費 200
雨水ポンプ施設維持管理費

11 燃 料 費 1,887

12 光 熱 水 費 5,623

14 通 信 運 搬 費 326

16 委 託 料 22,896

17 手 数 料 79

20 修 繕 費 6,510

27 保 険 料 112

16,416
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千円 千円

比 較款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

千円

6
常 滑 浄 化
セ ン タ ー
維 持 管 理 費

444,322 419,662 24,660

7
空 港 関 連
ポ ン プ 施 設
維 持 管 理 費

34,503 34,491 12
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節
説 明

区 分 金 額

千円 千円

1 23,639

(1) 職員　３人 21,721

(2) 会計年度任用職員報酬 1,918

2 420,683

1 34,503

1 給 料 11,489
給与費

常滑浄化センター維持管理費
2 手 当 6,197

10

11

6

7

14

16

20

17

18

12

11

25

27

16

法 定 福 利 費

報 酬 1,918

3

旅 費 24

備 消 耗 品 費 250

燃 料 費 500

光 熱 水 費 70,31212

通 信 運 搬 費 130

委 託 料 238,592

手 数 料 20

使 用 料 7

賃 借 料 164

修 繕 費 70,155

19

負 担 金 40,079

保 険 料 450

燃 料 費 66
空港関連ポンプ施設維持管理費

光 熱 水 費 5,818

通 信 運 搬 費 68114

委 託 料 10,334

4,035
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千円 千円

比 較款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

千円

9 減 価 償 却 費 1,373,378 1,399,562 △ 26,184

10 資 産 減 耗 費 10 10 0

19
そ の 他
営 業 費 用

16,481 14,704 1,777

△6,8172
営 業 外 費 用
（公共下水道
事 業 ）

113,780 120,597

1 支 払 利 息 113,779 120,596 △6,817

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1 1 0

3
特 別 損 失
（公共下水道
事 業 ）

10 10 0

2
過 年 度 損 益
修 正 損

10 10 0

4
予 備 費
（公共下水道
事 業 ）

11,000 11,000 0

1 予 備 費 11,000 11,000 0

5
営 業 費 用
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

267,723 223,104 44,619

1 総 係 費 59,548 19,476 40,072
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節
説 明

区 分 金 額

千円 千円

1 137,858

2 構築物 959,194

3 243,297

4 施設利用権 33,029

1 受益者負担金一括納付報奨金 471

2 公共下水道接続報奨金 16,000

3 雑支出 10

1 5,735

(1) 職員　１人 5,732

(2) 退職給付費 3

2 53,813

2
公 共 下 水 道
接 続 報 奨 金

16,000

27

修 繕 費 17,55220

保 険 料 52

1

2
無形固定資産
減 価 償 却 費

33,029

有形固定資産
減 価 償 却 費

1,340,349
建物　

機械装置

2
固 定 資 産
除 却 費

10 1 固定資産除却費 10

3 雑 支 出 10

1
受益者負担金
一 括 納 付
報 奨 金

471

1 企 業 債 利 息 113,779 1 企業債利息 113,779

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1 1 消費税及び地方消費税 1

1
過 年 度 損 益
修 正 損

10 1 前年度以前の損益修正損 10

1 予 備 費 11,000 1 予備費 11,000

1 給 料 2,787
給与費

一般管理費
2 手 当 2,013

3 法 定 福 利 費 932
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千円 千円

比 較款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

千円

2
矢 田 集 落
排 水 施 設
維 持 管 理 費

17,000 17,073 △73

3
久 米 集 落
排 水 施 設
維 持 管 理 費

12,301 10,502 1,799
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節
説 明

区 分 金 額

千円 千円

1 17,000

1 12,301

17 手 数 料 2

3

7 旅 費 4

16 委 託 料

退 職 給 付 費4

4,899

10 備 消 耗 品 費 95

27 保 険 料

48,763

18 使 用 料

30
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

5

10 備 消 耗 品 費 360
矢田集落排水施設維持管理費

11 燃 料 費 4

12 光 熱 水 費 5,276

14 通 信 運 搬 費 267

16 委 託 料 10,057

17 手 数 料 26

20 修 繕 費 1,000

27 保 険 料 10

10 備 消 耗 品 費 10
久米集落排水施設維持管理費

11 燃 料 費 4

12 光 熱 水 費 3,210

14 通 信 運 搬 費 136

45
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千円 千円

比 較款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

千円

4
前 山 集 落
排 水 施 設
維 持 管 理 費

567

5
桧 原 集 落
排 水 施 設
維 持 管 理 費

9,410 9,631 △221

6
小 鈴 谷 集 落
排 水 施 設
維 持 管 理 費

8,687 8,401 286

14,155 13,588
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節
説 明

区 分 金 額

千円 千円

1 14,155

1 9,410

1 8,687

16 委 託 料 7,899

17 手 数 料 26

20 修 繕 費 1,000

27 保 険 料 16

10 備 消 耗 品 費

11 燃 料 費 4

10
前山集落排水施設維持管理費

12 光 熱 水 費 3,209

14 通 信 運 搬 費 202

16 委 託 料 9,694

17 手 数 料 26

20 修 繕 費 1,000

27 保 険 料 10

10 備 消 耗 品 費 10
桧原集落排水施設維持管理費

12 光 熱 水 費 2,630

14 通 信 運 搬 費 230

16 委 託 料 5,503

17 手 数 料 26

20 修 繕 費 1,000

27 保 険 料 11

10 備 消 耗 品 費 10
小鈴谷集落排水施設維持管理費
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千円 千円

比 較款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

千円

7
広 目 集 落
排 水 施 設
維 持 管 理 費

5,021 5,386 △365

8
坂 井 集 落
排 水 施 設
維 持 管 理 費

11,528 11,397 131
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節
説 明

区 分 金 額

千円 千円

1 5,021

1 11,528

11 燃 料 費 4

12 光 熱 水 費 2,462

14 通 信 運 搬 費 237

16 委 託 料 4,938

17 手 数 料 26

20 修 繕 費 1,000

27 保 険 料 10

10 備 消 耗 品 費 10
広目集落排水施設維持管理費

12 光 熱 水 費 722

14 通 信 運 搬 費 34

16 委 託 料 3,233

17 手 数 料 21

20 修 繕 費 1,000

27 保 険 料 1

10 備 消 耗 品 費 10
坂井集落排水施設維持管理費

12 光 熱 水 費 2,315

14 通 信 運 搬 費 44

16 委 託 料 8,132

17 手 数 料 26

20 修 繕 費 1,000
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千円 千円

比 較款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

千円

9 減 価 償 却 費 130,063 127,640 2,423

10 資 産 減 耗 費 10 10 0

6
営 業 外 費 用
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

4,080 5,035 △955

1 支 払 利 息 4,079 5,034 △955

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1 1 0

7
特 別 損 失
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

10 10 0

2
過 年 度 損 益
修 正 損

10 10 0

8
予 備 費
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

5,500 5,500 0

1 予 備 費 5,500 5,500 0

支 出 合 計 2,534,455 2,514,012 20,443
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節
説 明

区 分 金 額

千円 千円

1 23,284

2 90,244

3 16,535

27 保 険 料 1

1
有形固定資産
減 価 償 却 費

130,063

建物

構築物

機械装置

2
固 定 資 産
除 却 費

10 1 固定資産除却費 10

1 企 業 債 利 息 4,079 1 企業債利息 4,079

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

1 1 消費税及び地方消費税 1

1
過 年 度 損 益
修 正 損

10 1 前年度以前の損益修正損 10

1 予 備 費 5,500 1 予備費 5,500
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千円 千円

７
補 助 金
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

124,224 84,547 39,677

1 分 担 金 826 826 0

6
分 担 金
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

826 826 0

1 公 営 企 業 債 66,400 32,500 33,900

5
企 業 債
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

66,400 32,500 33,900

133,6883
他 会 計
補 助 金

816,872 683,184

1 国 庫 補 助 金 332,016 383,685 △51,669

4
補 助 金
（公共下水道
事 業 ）

1,148,888 1,066,869 82,019

1 分 担 金 1 1 0

3
分 担 金
（公共下水道
事 業 ）

1 1 0

1 負 担 金 5,762 15,549 △9,787

2
負 担 金
（公共下水道
事 業 ）

5,762 15,549 △9,787

1 公 営 企 業 債 741,400 783,300 △41,900

1
企 業 債
（公共下水道
事 業 ）

741,400 783,300 △41,900

103,9091 資 本 的 収 入

千円

2,087,501 1,983,592

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較
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1 15,753

2 5,137

3 11,961

4 784,021

190,652 1 防災・安全交付金 190,652

1 下水道事業債 741,400

2
防 災 ・ 安 全
交 付 金

新 規 加 入 金 826 1 新規加入金 8261

66,400 1 下水道事業債 66,4001 下水道事業債

1
一 般 会 計
繰 入 金

816,872

広域化・共同化に要する経費

地方公営企業法の適用に要する経費

緊急下水道整備特定事業に要する経費

建設改良に要する経費（元金）

13,850 1 下水道防災事業費補助金 13,850

1 社会資本整備総合交付金 127,514

3
下 水 道 防 災
事業費補助金

1
社会資本整備
総 合 交 付 金

127,514

1 1 区域外流入受益者分担金 11
区 域 外 流 入
受益者分担金

5,762 1 下水道事業受益者負担金 5,7621
下 水 道 事 業
受益者負担金

下水道事業債 741,4001

千円

節
説 明

区 分 金 額

千円
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千円 千円 千円

款 項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較

1 国 庫 補 助 金 77,500 42,000 35,500

2 県 補 助 金 21,700 11,760 9,940

3
他 会 計
補 助 金

25,024 30,787 △5,763

収 入 合 計 2,087,501 1,983,592 103,909
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千円

節
説 明

区 分 金 額

千円

1 地方公営企業法の適用に要する経費 412

2 24,612

21,700

77,5001
農 山 漁 村
地 域 整 備
交 付 金

77,500 1 農山漁村地域整備交付金

1
農 山 漁 村
地 域 整 備
交 付 金

1 農山漁村地域整備交付金 21,700

1
一 般 会 計
繰 入 金

25,024
建設改良に要する経費（元金）
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千円 千円

△511,1994
雨水ポンプ場
整 備 費

33,867 545,066

2
雨 水 管 路
整 備 費

56,600 104,950 △48,350

79,165

1
建 設 改 良 費
（公共下水道
事 業 ）

1,135,456 1,231,780 △96,324

比 較

1 資 本 的 支 出 2,385,110 2,375,822 9,288

支 出

款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

5
常 滑 浄 化
セ ン タ ー
整 備 費

千円

1
汚 水 管 路
整 備 費

359,094 279,929

530,352 219,776 310,576
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1 11,424

2 17,192

3 37,100

4 292,500

5 878

1 7,000

2 3,300

3 46,300

1 6,167

2 27,700

1 491,844

2 38,500

27,700

給与費　職員　１人

工事委託料

工事請負費

工事委託

1 給 料 2,997

16 委 託 料

8

2

31 工 事 請 負 費 46,300

7,000
設計書作成等委託

支障移転補償費（水道、ガス等）

21 補 償 費 3,300
雨水管路整備工事

31 工 事 請 負 費 292,500

16 委 託 料

21 補 償 費 37,100

16 委 託 料 17,192

10 備 消 耗 品 費 704

7 旅 費 174

3 法 定 福 利 費

4,253

1,757

汚水管路整備工事

5,414
給与費　職員　２人

設計書作成等委託

支障移転補償費（水道、ガス等）

一般管理費

1 給 料

2 手 当

節
説 明

区 分 金 額

千円千円

7 旅 費

手 当 2,074

3 法 定 福 利 費 1,096
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千円 千円 千円

款 項 目 本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

支 出 合 計 2,385,110 2,375,822 9,288

1
企 業 債
償 還 元 金

41,121 51,366 △10,245

5
企業債償還金
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

41,121 51,366 △10,245

91,000 76,043

1
集 落 排 水
施 設 整 備 費

167,043 91,000 76,043

4
建 設 改 良 費
（ 農 業 集 落
排 水 事 業 ）

167,043

1
下 水 道 事 業
基 金 積 立 金

200 30 170

3
基 金 積 立 金
（公共下水道
事 業 ）

200 30 170

1
企 業 債
償 還 元 金

1,041,290 1,001,646 39,644

2
企業債償還金
（公共下水道
事 業 ）

1,041,290 1,001,646 39,644

22 報 酬 等 2,580 2,226 354

8
共 同 汚 泥
処 理 事 業 費

44,823 7,883 36,940

7
汚 水 施 設
整 備 費

71,640 66,950 4,690

6
空 港 関 連
汚 水 管 路
整 備 費

36,500 5,000 31,500
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千円 千円

節
説 明

区 分 金 額

3 8

1 9,000

2 27,500

1 33,800

2 27,500

1 17,000

2 144,800

3 3,830

4 1,413

一般管理費

設計書作成等委託

工事請負費

1 給与費　会計年度任用職員報酬 2,580

企 業 債 元 金 41,121 1 企業債元金 41,1211

148,630

25 負 担 金 1,366

31 工 事 請 負 費

委 託 料16 17,000

備 消 耗 品 費 39
一般管理費

旅 費 8

10

集落排水施設更新化事業委託（矢田、前山、小鈴谷）

集落排水施設更新化事業工事（矢田、前山）

集落排水施設整備工事（久米、桧原、小鈴谷）

7

200 1 基金積立金 2001
下 水 道 事 業
基 金 積 立 金

1 企業債元金 1,041,2901 企 業 債 元 金 1,041,290

2,5806 報 酬

共同汚泥処理事業負担金 44,823

10,340

25 負 担 金 44,823 1

宅内公共桝設置工事

新規取付管設置工事

32 原 材 料 費 10,340 1 真空弁ユニット

委 託 料 9,000

31 工 事 請 負 費 61,300

16

31 工 事 請 負 費 38,500

16 委 託 料 491,844

31 工 事 請 負 費 27,500
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